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議 案 第    号  
平成２９年度久喜市介護保険特別会計予算   

平成２９年度久喜市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，６２２，０００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ 
る。 
（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と定める。 
 （歳出予算の流用） 
第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用   
平成２９年  月  日提出    

                  久 喜 市 長  田 中 暄 二  
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修事業 3,855

 度

介護予防サービス計画

前

給付事業 9,558

 年

地域密着型介護予防

 

サービス給付事業 97

度

5

比

審査支払手数料

　

事業 1,664

較

高

歳

額介護サービス事業 5

　

5,744

　

高額介

入

護予防サービス事業 8

　

4

　

高額医療合算介

概

護サービス事業 5,9

　

68

　

高額医療合算

要

介護予防サービス事業

事

51

　

特定入所者介

　

護サービス事業 106

　

,112

業

特定入所

　

者介護予防サービス事

　

業 99

計 2,46

　

1,148 2,413

名

,691 47,457

充

2,461,148

 当



－

す。

計 22,01

4

3 0 22,013 22

1

,013

0－

2 地域

－

支援事業交付金（介護

4

予防・日常生 37,9

1

88 0 37,988

1

活

－

支援総合事業以外の地域支援事業）

1 現年度分 1 地域支援事業交付金（介護予防・日 37,988 0 37,988 職員給与費 15,892 介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業に要

常生活支援総合

地

事業以外の地域支援 地

域

域包括支援センター業

密

務経費 800 する費用

着

のうち、対象経費の1

型

9.5/100が県か

介

ら交付される

護

事業

サ

） 地域包括支援センタ

ー

ー事業 12,500 も

ビ

のです。

ス

任意事業

給

7,028

付

在宅医

事

療・介護連携推進事業

業

59

1

認知症総合支

0

援事業 307

8

生活

,

支援体制整備事業 1,

9

402

計 37,9

8

88 0 37,988 3

0

7,988

廃 地域支援事業交付金(介護予防事業) 0 4,310 △4,310

介護予防サ

（

ービス給付事業 23,

款

346

）

介護予防福

５

祉用具購入事業 315

県支

介護予防住宅改修

出

事業 1,721

金

介

（

護予防サービス計画給

項

付事業 4,267

） １

地域密着型介護予防サ

県

ービス給付事業 435

負担

審査支払手数料事

金

業 743

（

高額介護

単

サービス事業 24,8

位

86

：

高額介護予防

千

サービス事業 38

円）

高額医療合算介護サー

歳

ビス事業 2,664

　出

高額医療合算介護予

　

防サービス事業 23

事　

特定入所者介護サー

業

ビス事業 65,373

　別

特定入所者介護予

　

防サービス事業 44

充

計 1,297,10

　

1 1,277,503

当

19,598 1,29

　

7,101

先

目・

計 1,297,101

節

1,277,503 1

名

9,598 1,297

細

,101

（款） ５県支

 

出金 （項） ２財政安定

節

化基金支出金

 

1 貸

名

付金 1 1 0

本

1 貸

 

付金 1 財政安定化基金

年

貸付金 1 1 0 施設介護

 

サービス給付事業 1 給

度

付費の増大等により財

前

源に不足が生じた場合

 

に、県に設

年

置された

 

財政安定化基金から貸

度

付けを受けるものです

比

。

計 1 1 0 1

　較 歳

計 1 1 0 1

（款

　

） ５県支出金 （項） ３

　

県補助金

入

1 地域支

　

援事業交付金（介護予

　

防・日常生 22,01

概

3 0 22,013

　

活支

　

援総合事業）

要

1

事

現年度分 1 地域支援事

　

業交付金（介護予防・

　

日 22,013 0 22

　

,013 介護予防・生

業

活支援サービス事業 1

　

8,394 介護予防・

　

日常生活支援総合事業

　

に要する費用のうち、

名

対

充

常生活支援総合

 

事業） 一般介護予防事

当

業 3,619 象経費の

 

12.5/100が県

額

から交付されるもので



－

ービス事業 47,37

4

2

1

特定入所者介護

2

予防サービス事業 44

－

計 1,098,7

－

28 1,077,54

4

3 21,185 1,0

1

98,728

3－

2 低所得者保険料軽減繰入金 17,761 17,217 544

1 現年度分 1 低所得者保険料軽減繰入金 17,761 17,217 544 一般財源 低所得者層の介護保険料の負担を公費で軽減するた

廃

めの繰

地

入金です。

域

計 17,761 17

支

,217 544

援事業

3 その他一般会計繰入

交

金 340,845 32

付

9,257 11,58

金

8

(

1 職員給与費

包

等繰入金 1 職員給与費

括

等繰入金 167,62

的

9 159,292 8,

支

337 一般財源 介護保

援

険事務に従事する職員

事

の給与費等に対する繰

業

入金で

・

す。

計 1

0

67,629 159,

3

292 8,337

6,2

2 事務費繰入金 1

2

事務費繰入金 173,

5

216 169,965

△

3,251 一般財源 介

3

護保険事務に要する経

6

費に対する繰入金です

,

。

計 173,21

2

6 169,965 3,

2

251

5

（

任意事業)

款）

計 60,001 4

５

0,535 19,46

県

6 60,001

（款）

支

６財産収入 （項） １財

出

産運用収入

金

1 利子

（

及び配当金 28 76 △

項

48

）

1 利子及び

３

配当金 1 介護保険給付

県

費準備基金利子 28 7

補

6 △48 介護保険給付

助

費準備基金積立事業 2

金

8 介護保険給付費準備

（

基金の運用利子です。

単

計 28 76 △48

位

28

：千

計 28

円

76 △48 28

（款）

）

７繰入金 （項） １一般

歳

会計繰入金

　

1 介護

出

給付費繰入金 1,09

　

8,728 1,077

事

,543 21,185

　業

1 現年度分 1 介

　

護給付費繰入金 1,0

別

98,728 1,07

　

7,543 21,18

充

5 居宅介護サービス給

　

付事業 410,734

当

保険給付費の12.5

　

/100を一般会計か

先

ら繰り入れるものです

目・

施設介護サービス

節

給付事業 412,59

名

7 。

細

居宅介護福祉

 

用具購入事業 1,30

節

4

 

居宅介護住宅改

名

修事業 4,067

本 

居宅介護サービス計画

年

給付事業 55,739

 度

地域密着型介護サ

前

ービス給付事業 108

 

,980

年

介護予防

 

サービス給付事業 22

度

,799

比

介護予防

　

福祉用具購入事業 31

較

5

歳

介護予防住宅改

　

修事業 1,721

　入

介護予防サービス計画

　

給付事業 4,267

　概

地域密着型介護予防

　

サービス給付事業 43

　

5

要

審査支払手数料

事

事業 743

　

高額介

　

護サービス事業 24,

　

886

業

高額介護予

　

防サービス事業 38

　　

高額医療合算介護サ

名

ービス事業 2,664

充 

高額医療合算介護

当

予防サービス事業 23

 額

特定入所者介護サ



 

繰入金 1 介護保険給付

額

費準備基金繰入金 1 1

－

0,419 △10,4

4

18 施設介護サービス

1

給付事業 1 第１号被保

4

険者の適切な財政負担

－

を図るため、介護保険

－

給

4

付費準備基金から

1

繰り入れを行うもので

5

す。

計 1 10,4

－

19 △10,418 1

計 1 10,419 △10,418 1

（款） ８繰越金 （項） １繰越金

1 繰越金 1 1 0

1 繰越金 1 前年度繰越金 1 1

4

0 一般財源 前年度決算

地

に係る繰越金です。

域

計 1 1 0

支援事

計 1 1 0

（款） ９諸収

業

入 （項） １延滞金、加

繰

算金及び過料

入

1 第

金

１号被保険者延滞金 1

（

1 0

介

1 第１号被

護

保険者延滞金 1 第１号

予

被保険者延滞金 1 1 0

防

一般財源 納期限後に納

・

付された普通徴収介護

日

保険料に係る延滞金で

常生

す。

計 1 1 0

22,

計 1 1 0

013 0 22,013

（

活支援総合事

款

業）

）

1 現年度分

７

1 地域支援事業繰入金

繰

（介護予防・日 22,

入

013 0 22,013

金

介護予防・生活支援サ

（

ービス事業 18,39

項

4 介護予防・日常生活

）

支援総合事業に要する

１

費用のうち、対

一

常

般

生活支援総合事業） 一

会

般介護予防事業 3,6

計

19 象経費の12.5

繰

/100を一般会計か

入

ら繰り入れるものです

金

。

計 22,013

（

0 22,013 22,

単

013

位：

5 地域支

千

援事業繰入金（介護予

円

防・日常生 37,99

）

1 0 37,991

歳

活支

　

援総合事業以外の地域

出

支援事業）

　

1 現

事

年度分 1 地域支援事業

　

繰入金（介護予防・日

業

37,991 0 37,

　

991 職員給与費 15

別

,580 介護予防・日

　

常生活支援総合事業以

充

外の地域支援事業に要

　当

常生活支援総合事

　

業以外の地域支援 地域

先

包括支援センター業務

目

経費 899 する費用の

・

うち、対象経費の19

節

.5/100を一般会

名

計から繰り

細

事業）

 

地域包括支援センター

節

事業 12,500 入れ

 

るものです。

名

任意

本

事業 7,028

 

在

年

宅医療・介護連携推進

 

事業 65

度

認知症総

前

合支援事業 307

 年

生活支援体制整備事業

 

1,612

計 37

度

,991 0 37,99

比

1 37,991

　較 歳

廃 地域支援事業繰入金

　

(介護予防事業) 0 4

　

,311 △4,311

入　

廃 地域支援事業繰

　

入金(包括的支援事業

概

・ 0 36,228 △3

　

6,228

　

任意事業)

要

事

計 1,517

　

,338 1,464,

　

556 52,782 1

　

,158,732

（款

業

） ７繰入金 （項） ２基

　

金繰入金

　

1 介護保

　

険給付費準備基金繰入

名

金 1 10,419 △1

充

0,418

 

1 介

当

護保険給付費準備基金



－416－ －417－

1 市預金利子 4 19 △15

1 市預金利子 1 市預金利子 4 19

（

△15 一般財源 介護保

款

険特別会計に属する現

）

金の預金利子です。

９

計 4 19 △15

諸収入

計 4 19 △15

（

（款） ９諸収入 （項）

項

３雑入

）

1 第三者納

２

付金 1 1 0

市

1 第

預

三者納付金 1 第三者納

金

付金 1 1 0 一般財源 第

利

三者行為により発生し

子

た給付額に係る損害賠

（

償金です。

計 1 1

単

0

位：

2 雑入 3 3 0

千円

1 雑入 1 介護報

）

酬返還金 1 1 0 一般財

歳

源 過誤請求等に係る介

　

護報酬の返還金です。

出　

2 久喜東地域包

事

括支援センター委託料

　

1 1 0 一般財源 久喜東

業

地域包括支援センター

　

の業務委託に係る委託

別

料の精

　

精算金 算金で

充

す。

　

3 菖蒲地域

当

包括支援センター委託

　

料精 1 1 0 一般財源 菖

先

蒲地域包括支援センタ

目

ーの業務委託に係る委

・

託料の精算

節

算金 金で

名

す。

計 3 3 0

細 節

計 4 4 0

 名 本 年 度 前 年 度 比　較 歳　　入　　概　　要

事　　　業　　　名 充 当 額



較

838 ○消耗品費 1,

一

726

般

○印

財

刷製本費 1,973

源 区

○修繕料 11

　分

○新聞雑誌

金

等購読料 70

　額

○図書費 58

国県

12 役 務 費 4,

支

027 ○郵送料 3,8

出

19

金

○第三

地

者行為損害賠償求償事

方

務共同

債

  

そ

処理手数料 154

の他

○点字翻訳料 5

－

4

4

13 委

1

託 料 46,759 ○介

8

護保険システム改修業

－

務委託料 32,861

－4

○システム

1

保守業務委託料 13,

9

898

－

14 使 用 料 及 び 賃 10,531 ○ＯＡ機器等借上料 10,370

借 料 ○介護給付費単位数表標準マスタ使

  用許諾料 28

○介護保険指定事業者等管理システ

  ム使用料 133

1 一

4 介護保

般

険運営協議会 720 4

管

80 240 720 1 報

理

酬 720 ○介護保険運

費

営協議会委員報酬２０

3

介護保険事業及び高齢

1

者福祉事業の適切な

9,

事業   人 運

7

営を図るための介護保

5

険運営協議会の開

2 2

【介護福祉課】

8

催に要する経費です。

3,041 36,711 47,499 15,580 256,673

1 職員給与費 229,543 217,941 11

３

,602 国 31,16

歳

0 繰 15,580 16

出

6,911 2 給 料 11

（

6,064 ○一般職給

款

料３４人 関係部署の職

）

員の給与費です。

１総

【介護福祉課

務

・菖蒲 県 15,892

費

3 職 員 手 当 等 75,3

（

03 ○扶養手当 1,5

項

48

）

福祉課

１

・栗橋福祉課 ○地域手

総

当 7,212

務管

・鷲宮福祉課】 ○住

理

居手当 1,878

費 （

○通勤手当 2,

単

111

位

○時

：

間外勤務手当 12,1

千

68

円

○管理

）

職手当 2,580

本　

○期末手当 28

年

,254

　

○

度

勤勉手当 18,032

　の

○児童手当

　

1,520

財　

4 共 済 費 38,17

源

6 ○地方公務員共済組

　

合等負担金(一 

内　

  般職) 37

訳

,996

節

○

特

地方公務員災害補償基

　

金負担金( 

定　

  一般職) 180

財　

2 総合

源

事務組合負担金 17,

説

983 18,062 △

　

79 17,983 19

　

負 担 金 、 補 助 17,9

明

83 ○総合事務組合負

事

担金 総合事務組合への

　

負担金です。

業　

事業 及 び 交 付 金

概　

【介護福祉課】

要目

3 一般

・

管理業務経費 67,7

事

65 39,843 27

業

,922 67,765

名

7 賃 金 2,569 ○臨

本

時職員 介護保険事務全

　

般に関する事務経費で

年

す。

　

【介

度

護福祉課・菖蒲 9 旅 費

前

41 ○普通旅費 20

　年

福祉課・栗橋

　

福祉課 ○研修旅費 21

度 比

・鷲宮福

　

祉課】 11 需 用 費 3,



財

1 介護認定

源

審査会費 15,590

区

14,339 1,25

　

1 15,590

分 金

1 介護認定審

　

査会事業 15,590

額

14,339 1,25

国

1 15,590 1 報 酬

県

15,405 ○介護認

支

定審査会委員報酬７０

出

人 要介護度の審査・判

金

定を実施する介護認定

地方

【介護福

債

祉課・菖蒲 9 旅 費 12

そ

5 ○費用弁償 121 審

の

査会の運営に要する経

他

費です。

－

福

4

祉課・栗橋福祉課 ○研

2

修旅費 4

0－

・鷲宮福祉課】 11 需

－

用 費 22 ○消耗品費

42

12 役 務 費

1

30 ○郵送料 27

－

○切手代 3

14 使 用 料 及 び 賃 8 ○施設借上料

借 料

2 介護認定調査等費 58,295 56,204 2,091 58,295

1 介護認定調査事業 58,295 56,204 2,091 58,

5

295 1 報 酬 26,2

介

80 ○介護認定調査員

護

報酬２２人 要介護認定

保

に必要な調査や資料作

険

成に要す

災害

【介護福祉課・菖蒲 9

臨

旅 費 105 ○普通旅費

時

26 る経費です。

特 4

福祉課・栗橋福

4

祉課 ○費用弁償 47

7 7

・鷲宮福祉課

3

】 ○研修旅費 32

1 △

11 需 用 費 4

2

22 ○消耗品費 85

84

○印刷製本費

国

269

4

○医

4

薬材料費 29

7 0 19 負 担 金 、 補 助 447 ○利用者負担金 東日本大震災により避難された、介護保険

例負担事業 及 び 交 付

（

金 被保険者の利用者負

款

担額の減免に要する負

） １

【介護福祉

総

課】 担金です。

務費

6 高齢者福祉

（

計画・介 3,294 5

項

,984 △2,690

）

3,294 13 委 託 料

１

3,294 ○計画策定

総

業務委託料 久喜市高齢

務

者福祉計画・第７期介

管

護保険事

理

護

費

保険事業計画策定 業計

（

画の策定に要する経費

単

です。

位

事業

：千

【介護福祉

円

課】

）

本

計 319,752 28

　

3,041 36,71

年

1 47,499 15,

　

580 256,673

度

（款） １総務費 （項）

　

２徴収費

の　

1 賦課徴収費 19,8

財

38 19,361 47

　

7 19,838

源　

1 賦課徴収事

内

業 19,838 19,

　

361 477 19,8

訳

38 1 報 酬 2,400

節

○介護保険料収納推進

特

員報酬４人 第１号被保

　

険者の介護保険料の賦

定

課徴収に

　財

【介護福祉課・菖蒲 1

　

1 需 用 費 564 ○印刷

源

製本費 549 要する経

説

費です。

　

福

　

祉課・栗橋福祉課 ○図

明

書費 15

事　

・鷲宮福祉課】 12 役

業

務 費 5,369 ○郵送

　

料 4,434

概　

○切手代 13

要目

○口座振替手数料

・

81

事

○年金

業

特別徴収事務手数料 1

名

90

本

○コン

　

ビニ収納代行手数料 6

年

40

　

○点字

度

翻訳料 11

前　

13 委 託 料 11,5

年

05 ○電算業務委託料

　度

計 1

比

9,838 19,36

　

1 477 19,838

較

（款） １総務費 （項）

一

３介護認定審査会費

般



較

3 居宅介護

一

福祉用具購入費 10,

般

429 12,029 △

財

1,600 3,487

源

4,224 2,718

区　

1 居宅

分

介護福祉用具購 10,

金

429 12,029 △

　

1,600 国 2,18

額

3 支 2,920 2,7

国

18 19 負 担 金 、 補 助

県

10,429 ○居宅介

支

護福祉用具購入費 居宅

出

要介護被保険者が特定

金

福祉用具を購入

地方

入事業 県 1,30

債

4 繰 1,304 及 び 交

そ

付 金 した場合の購入費

の

についての保険給付で

他

す

－

【介護福

4

祉課】 。

22

4 居宅介護住宅改修費

－

32,537 25,9

－

12 6,625 10,

4

877 13,177 8

2

,483

3－

1 居宅介護住宅改修事 32,537 25,912 6,625 国 6,810 支 9,110 8,483 19 負 担 金 、 補 助 32,537 ○居宅介護住宅改修費 居宅要介護被保険者が厚生労働大臣が定め

業 県 4,067 繰 4,067 及 び 交 付 金 る種類の住宅改修を行った場合の改修費に

【介護福祉

○

課】 ついての保険給付

図

です。

書

5

費

居宅介護サービス計画

3

給 445,915 41

9

3,687 32,228 149,069 180,595 116,251

付費

1 居宅介護サービス計 445,915 413,687 32,228 国 93,330 支 124,856 116,251 19 負 担 金 、 補 助 445,915 ○居宅介護サービス計画給付費 居宅介護支援事業者が作成した居宅介護サ

12

画給付事業 県 55,7

役

39 繰 55,739 及

務

び 交 付 金 ービス計画に

費

ついての保険給付です

3

。

0

【介護福

,

祉課】

2

6

9

地域密着型介護サービ

4

ス 871,838 57

○

8,110 293,7

切

28 291,456 3

手

53,095 227,

代

287

5

給付費

22

1 地域密着型介護サー 871,838 578,110 293,728 国 182,476 支 244,115 227,287 19 負 担 金 、 補 助 871,838 ○地域密着型介護サービス給付費 居宅要介護被保険者が利用した地域密着型

ビス給付事業 県 108,980 繰 108,980 及 び 交 付 金 介護サービスにつ

○

いての保険給付です。

郵送

【介護福祉

料

課】

2,

計 7,947,367

9

7,697,390 2

5

49,977 2,65

3

7,001 3,218,684 2,071,682

○医師基

（

本診療料 10

款）

○主治医意見書手数

１

料 26,803

総務

○予防接種料 6

費 （

13 委 託 料

項

1,184 ○介護認定

）

調査業務委託料

３介

14 使 用 料 及 び

護

賃 10 ○駐車場使用料

認定

借 料

審査

計 73,8

会

85 70,543 3,

費

342 73,885

（

（

款） ２保険給付費 （項

単

） １介護サービス等諸

位

費

：

1 居宅

千

介護サービス給付費 3

円

,285,871 3,

）

373,510 △87

本

,639 1,098,

　

466 1,330,7

年

77 856,628

　度

1 居宅介

　

護サービス給 3,28

の

5,871 3,373

　

,510 △87,63

財

9 国 672,946 支

　

920,043 856

源

,628 19 負 担 金 、

　

補 助 3,285,87

内

1 ○居宅介護サービス

　

給付費 居宅要介護被保

訳

険者が利用した居宅介

節

護サ

特

付事業

　

県 425,520 繰 4

定

10,734 及 び 交 付

　

金 ービスについての保

財

険給付です。

　源

【介護福祉課】

説　

2 施設介護サ

　

ービス給付費 3,30

明

0,777 3,294

事

,142 6,635 1

　

,103,646 1,

業

336,816 860

　

,315

概　

1 施設介護サービス

要

給 3,300,777

目

3,294,142 6

・

,635 国 526,0

事

09 支 924,218

業

860,315 19 負

名

担 金 、 補 助 3,300

本

,777 ○施設介護サ

　

ービス給付費 要介護被

年

保険者が利用した施設

　

介護サービ

度 前

付事業 県 577,63

　

7 繰 412,598 及

年

び 交 付 金 スについての

　

保険給付です。

度 比

【介護福祉課】

　



年

01 19 負 担 金 、 補 助

　

34,137 ○介護予

度

防サービス計画給付費

比

介護予防支援事業者が

　

作成した介護予防サ

較
一

画給付事業 県

般

4,267 繰 4,26

財

7 及 び 交 付 金 ービス計

源

画についての保険給付

区

です。

　

【介

分

護福祉課】

金　

5 地域密着型介護予

額

防サー 3,483 2,

国

173 1,310 1,

県

164 1,410 90

支

9

出

ビス給付費

金 地

1 地域

方

密着型介護予防 3,4

債

83 2,173 1,3

そ

10 国 729 支 975

の

909 19 負 担 金 、 補

他

助 3,483 ○地域密

－

着型介護予防サービス

4

給付 居宅要支援被保険

2

者が利用した地域密着

4

型

－

サービス

－

給付事業 県 435 繰 4

4

35 及 び 交 付 金   費

2

介護予防サービスにつ

5

いての保険給付です

－

【介護福祉課】 。

計 236,303 340,627 △104,324 78,993 95,701 61,609

（款） ２保険給付費 （項） ３その他諸費

1 審査支払手数料 5,942 9,123 △3,181 1,986 2,407 1

1

,549

介護

1 審査支払手数料事

予

業 5,942 9,12

防

3 △3,181 国 1,

サ

243 支 1,664 1

ー

,549 12 役 務 費 5

ビ

,942 ○審査支払手

ス

数料 国保連合会にて行

給

われる介護サービス給

付

付

費

【介護福

1

祉課】 県 743 繰 74

8

3 費等に係る審査につ

2

いての手数料です。

,3

計 5,

9

942 9,123 △3

3

,181 1,986 2

2

,407 1,549

（

8

款） ２保険給付費 （項

1

） ４高額介護サービス

,

等費

9

1 高

8

額介護サービス費 19

0

9,085 146,2

△

90 52,795 66

9

,554 80,630

9

51,901

,5

1 高額介護サー

8

ビス事 199,085

7

146,290 52,

6

795 国 41,668

0

支 55,744 51,

,

901 19 負 担 金 、 補

9

助 199,085 ○高

7

額介護サービス費 利用

3

者負担額が一定額を超

7

えて介護サービ

3,

業 県 24,886

8

繰 24,886 及 び 交

6

付 金 スを利用した要介

9

護被保険者に、高額介

4

護

7

【介護福

,

祉課】 サービス費を支

5

給するための経費です

5

。

1

2 高額介護予防サービス費 300 300 0 101 122 77

1 高額介護予防サービ 300 300 0 国 63 支 84 77 19 負 担 金 、 補 助 300 ○高額介護予防サービス費 利用者負担額が一定額を超えて介護予防サ

ス事業 県 38 繰 38 及 び 交 付 金 ービスを利用した要支援被保険者に、高額

1

【介護福祉課】 介護

介

予防サービス費を支給

護

するための経費

予防

です。

サー

計 199,38

ビ

5 146,590 52

ス

,795 66,655

給

80,752 51,9

1

78

（

82,393 281,

款

980 △99,587

）

国 37,627 支 51

２

,070 47,551

保

19 負 担 金 、 補 助 18

険

2,393 ○介護予防

給

サービス給付費 居宅要

付

支援被保険者が利用し

費

た介護予防サ

（項

付事業 県 23,34

）

6 繰 22,799 及 び

２

交 付 金 ービスについて

介

の保険給付です。

護予

【介護福祉課】

防サ

2 介護予

ー

防福祉用具購入費 2,

ビ

521 2,290 23

ス

1 842 1,021 6

等

58

諸

1

費

介護予防福祉用具購 2

（

,521 2,290 2

単

31 国 527 支 706

位

658 19 負 担 金 、 補

：

助 2,521 ○介護予

千

防福祉用具購入費 居宅

円

要支援被保険者が特定

）

介護予防福祉用

本　

入事業 県 315 繰

年

315 及 び 交 付 金 具を

　

購入した場合の購入費

度

についての保険

　の

【介護福祉課】 給

　

付です。

財　

3 介護予防住宅改修費

源

13,769 11,8

　

85 1,884 4,6

内

03 5,576 3,5

　

90

訳

1

節

介護予防住宅改修事 1

特

3,769 11,88

　

5 1,884 国 2,8

定

82 支 3,855 3,

　

590 19 負 担 金 、 補

財

助 13,769 ○介護

　

予防住宅改修費 居宅要

源

支援被保険者が厚生労

説

働大臣が定め

　　

業 県 1,721 繰 1

明

,721 及 び 交 付 金 る

事

種類の住宅改修を行っ

　

た場合の改修費に

業　

【介護福祉課】

概

ついての保険給付です

　

。

要

4 介護

目

予防サービス計画給 3

・

4,137 42,29

事

9 △8,162 11,

業

411 13,825 8

名

,901

本

付費

　年

1 介護

　

予防サービス計 34,

度

137 42,299 △

前

8,162 国 7,14

　

4 支 9,558 8,9



度

2 及 び 交 付 金 入所した

前

ときや短期入所サービ

　

スを利用し

年　

【介護福祉課】 たとき

度

の食費・居住費につい

比

ての補足給付

　較

に要する経費です。

一般

2 特定入

財

所者介護予防サー 35

源

3 353 0 118 14

区

3 92

　

ビス費

分 金

1 特定

　

入所者介護予防 353

額

353 0 国 74 支 99

国

92 19 負 担 金 、 補 助

県

353 ○特定入所者介

支

護予防サービス費 低所

出

得の要支援被保険者が

金

短期入所サービ

地方

サービス事業 県 4

債

4 繰 44 及 び 交 付 金 ス

そ

を利用したときの食費

の

・滞在費について

他

－

【介護福祉課】

4

の補足給付に要する経

2

費です。

6－

計 379,326

－

405,111 △25

4

,785 126,80

2

9 153,627 98

7

,890

（款） ３地域

－

支援事業費 （項） １包括的支援事業費・任意事業費

1 地域包括支援センター費 68,710 94,182 △25,472 40,095 13,399 15,216

1 地域包括支援センタ 4,608 33,571 △28,963 国 1,796 繰 899 1,113 9 旅

1

費 142 ○普通旅費 1

高

5 介護保険法に基づき

額

、市内５ヶ所に設置さ

医療

ー業務経費

合

県 800 ○費用弁償 4

算

れている地域包括支援

介

センターの運営に要

護サ

【介護福祉課

ー

・栗橋 ○研修旅費 12

ビ

3 する経費です。

21

福祉課・鷲宮

,

福祉課 11 需 用 費 39

3

1 ○消耗品費 361

15

】 ○印刷製本

2

費 3

1

○図書

,

費 27

3

1

0

2 役 務 費 404 ○郵送

7

料 103

8

○

7

切手代 3

,

○

1

システム回線費 148

25

○インター

8

ネット回線費 108

,6

○電子証明書

3

発行手数料 42

2 5,558

ス費

1 高額

（

医療合算介護サ 21,

款

315 21,307 8

）

国 4,461 支 5,9

２

68 5,558 19 負

保

担 金 、 補 助 21,31

険

5 ○高額医療合算介護

給

サービス費 医療及び介

付

護の両制度における利

費

用者負担

（

ー

項

ビス事業 県 2,664

）

繰 2,664 及 び 交 付

５

金 額が一定額を超えた

高

要介護被保険者に、高

額医

【介護福祉

療

課】 額医療合算介護サ

合

ービス費を支給するた

算

め

介

の経費で

護

す。

サ

2 高

ー

額医療合算介護予防サ

ビ

182 182 0 61 7

ス

4 47

等

ービス

費

費

（

1 高

単

額医療合算介護予 18

位

2 182 0 国 38 支 5

：

1 47 19 負 担 金 、 補

千

助 182 ○高額医療合

円

算介護予防サービス費

）

医療及び介護の両制度

本

における利用者負担

　年

防サービス事

　

業 県 23 繰 23 及 び 交

度

付 金 額が一定額を超え

　

た要支援被保険者に、

の

高

　

【介護福

財

祉課】 額医療合算介護

　

予防サービス費を支給

源

する

　

ための

内

経費です。

　訳

計 21,497

節

21,489 8 7,1

特

86 8,706 5,6

　

05

（款） ２保険給付

定

費 （項） ６特定入所者

　

介護サービス等費

財　

1 特定入所者

源

介護サービス 378,

説

973 404,758

　

△25,785 126

　

,691 153,48

明

4 98,798

事　

費

業

1

　

特定入所者介護サー 3

概

78,973 404,

　

758 △25,785

要

国 61,318 支 10

目

6,112 98,79

・

8 19 負 担 金 、 補 助 3

事

78,973 ○特定入

業

所者介護サービス費 低

名

所得の要介護被保険者

本

が介護保険施設に

　年

ビス事業 県 65

　

,373 繰 47,37



年

人 6,760 高齢者が

　

住み慣れた地域で安心

度

してその人

前　

【介護福祉課・菖蒲 県

年

7,028 ○保健事業

　

推進員報酬１人 68 ら

度

しい生活を継続してい

比

くことができるよ

　較

福祉課・栗橋

一

福祉課 8 報 償 費 350

般

○講師謝礼 うに、被保

財

険者及び要介護者等を

源

介護する

区　

・鷲宮福祉課】 9 旅 費

分

45 ○費用弁償 31 者

金

等に対し、必要な支援

　

を行うための経費

額

国

○研修旅費 14

県

です。

支

1

出

1 需 用 費 269 ○消耗

金

品費 118

地方

○印刷製本費 148

債 そ

○図書費 3

の他

12 役 務 費

－

3,092 ○郵送料 8

4

79

2

○切手

8

代 6

－

○傷害

－

保険料 17

42

○ボランティア保険料

9

2

－

○住宅改修支援手数料 11

○成年後見制度利用支援費 2,177

13 委 託 料 25,276 ○認知症サポーター養成講座業務委

  託料 253

○家族介護用品支給業務委託料 7,064

1

○介護力アッ

3

プ講座業務委託料 19

委

6

託

○配食サ

料

ービス業務委託料 17

1

,763

,5

14 使 用 料 及 び 賃 10

0

○施設借上料

8 ○

借 料

シ

1

ス

9 負 担 金 、 補 助 176

テ

○介護相談員事務局担

ム

当者研修負担

保守

及 び 交 付 金   金 2

業

4

務委託料 1,476

○高齢者虐待対応専門職チーム業務

（

  委託料 32

款）

14 使 用 料 及 び

３

賃 1,314 ○ＯＡ機

地

器等借上料 1,290

域支

借 料 ○介護

援

給付費単位数表標準マ

事

スタ使

業

  

費

用許諾料 24

（項

15 工 事 請 負 費 1

）

68 ○インターネット

１

回線敷設工事

包括

18 備 品 購 入 費 1

的

84 ○ＯＡ機器

支援

19 負 担 金 、 補

事

助 497 ○地域包括支

業

援センター研修負担金

費

82

・

及 び 交

任

付 金 ○介護支援専門員

意

専門研修負担金 86

事業

○主任介護支

費

援専門員研修負担金 2

（

39

単

○介護

位

支援専門員再研修負担

：

金 90

千円

2 地域包括支援センタ

）

64,102 60,6

本

11 3,491 国 24

　

,999 繰 12,50

年

0 14,103 1 報 酬

　

8,320 ○介護支援

度

専門員報酬４人 介護保

　

険法に基づき、市内５

の

ヶ所に設置さ

　財

ー事業 県 12,5

　

00 7 賃 金 6,184

源

○臨時職員 れている地

　

域包括支援センターに

内

おいて、

　訳

【介護福祉課・栗橋 8

節

報 償 費 126 ○講師謝

特

礼 高齢者の総合相談、

　

権利擁護、包括的・継

定　

福祉課・

財

鷲宮福祉課 12 役 務 費

　

44 ○郵送料 続的ケア

源

マネジメント支援を行

説

うための経

　　

】 13 委 託 料 49,

明

428 ○地域包括支援

事

センター業務委託料 費

　

です。

業

2

　

任意事業費 36,04

概

6 35,640 406

　

21,087 7,02

要

8 7,931

目・

1 任意事業 36

事

,046 35,640

業

406 国 14,059

名

繰 7,028 7,93

本

1 1 報 酬 6,828 ○

　

介護保険相談員報酬５



年

回りの生活行動を支援

　

する生

度

業

前

県 1,402 9 旅 費 5

　

4 ○費用弁償 活支援サ

年

ービスについて、利用

　

者の利便性

度 比

【介護福祉課・菖蒲

　

11 需 用 費 112 ○図

較

書費 の向上のためのネ

一

ットワーク化に要する

般

経

財

福祉課・

源

栗橋福祉課 費です。

区　

・鷲宮福祉課

分

】

金

計

　

114,930 137

額

,547 △22,61

国

7 66,915 22,

県

411 25,604

（

支

款） ３地域支援事業費

出

（項） ２介護予防・日

金

常生活支援総合事業費

地方

1 介護予

債

防・生活支援サー 14

そ

7,147 0 147,

の

147 55,181 5

他

9,595 32,37

－

1

4

ビス事業費

30

1 介護

－

予防・生活支援 147

－

,147 0 147,1

4

47 国 36,787 支

3

41,201 32,3

1

71 1 報 酬 886 ○保

－

健事業推進員報酬７人 要支援者等に対して、自立した日常生活が

サービス事業 県 18,394 繰 18,394 12 役 務 費 609 ○郵送料 22 送れるように介護予防ケアマネジメントを

【介護福祉課・菖蒲 ○審査支払手数料 562 行い、多様なサービスを提供するために要

○

福祉課

介

・栗橋福祉課 ○傷害保

護

険料 25 する経費です

相

。

談

・鷲宮

員

福祉課】 13 委 託 料 6

研

,034 ○短期集中予

修

防サービス業務委託料

負担

19 負 担

金

金 、 補 助 139,61

1

8 ○介護予防・生活支

5

援サービス事業

2

及 び 交 付 金   費負担金 122,840

○介護予防ケアマネジメント事業費

  負担金 16,478

○高額介護予防サービス等相当事業

  費負担金 300

2 一般介護予防事業費 28

3

,957 0 28,95

在

7 10,858 11,

宅

727 6,372

医療

1 一般介護

・

予防事業 28,957

介

0 28,957 国 7,

護

239 支 8,108 6

連

,372 1 報 酬 909

携

○保健事業推進員報酬

推

１１人 ６５歳以上の高

進

齢者を対象に、身近な

3

地域

33 923 △590 188 65 80

（

事業費

款）

1 在宅医療・介護連携

３

333 923 △590

地

国 129 繰 65 80 8

域

報 償 費 80 ○講師謝礼

支

医療と介護の両方を必

援

要とする状態の高齢

事業

推進事業 県

費

59 11 需 用 費 45 ○

（

消耗品費 者が、住み慣

項

れた地域で自分らしい

）

暮らし

１

【

包

介護福祉課】 12 役 務

括

費 126 ○郵送料 93

的

を続けることができる

支

よう、在宅医療と介

援事

○切手代 33

業

護を一体的に提供でき

費

る体制を構築するた

・任

14 使 用 料

意

及 び 賃 82 ○施設借上

事

料 めの経費です。

業費

借 料

（単

4 認知症総合支援事

位

業費 1,575 802

：

773 920 307 3

千

48

円

1

）

認知症総合支援事業 1

本

,575 802 773

　

国 613 繰 307 34

年

8 8 報 償 費 70 ○協力

　

者謝礼 認知症になって

度

も、住み慣れた地域で

　

自分

の

【介

　

護福祉課】 県 307 9

財

旅 費 9 ○研修旅費 らし

　

い暮らしを続けること

源

ができるよう、

　内

11 需 用 費 40

　

○消耗品費 15 認知症

訳

高齢者等を支援するた

節

めの経費です

特　

○食糧費 25 。

定　

12 役 務 費 5

財

○郵送料

　源

13 委 託 料 1,451

説

○認知症初期集中支援

　

チーム業務委

　明

  託料

事　

5 生活支援体制整備

業

事業費 8,266 6,

　

000 2,266 4,

概

625 1,612 2,

　

029

要目

1 生活支援体制整備事

・

8,266 6,000

事

2,266 国 3,22

業

3 繰 1,612 2,0

名

29 1 報 酬 8,100

本

○生活支援体制整備推

　

進員５人 高齢者の身の



本

 ( 介護保険給付費準

　

備基金への積立金です

年

。

　

基金積立

度

事業   利子) 28

前　

【介護福祉課

年

】 ○介護保険給付費準

　

備基金積立金（

度 比

  元金） 119

　

,922

較
一

計 119,950

般

77 119,873 2

財

8 119,922

（款

源

） ５諸支出金 （項） １

区

償還金及び還付加算金

　分

1 第１号

金

被保険者保険料還 2,

　

720 2,613 10

額

7 2,720

国県

付金

支

1

出

第１号被保険者保険 2

金

,720 2,613 1

地

07 2,720 23 償

方

還 金 、 利 子 2,720

債

○過誤納還付金 過誤納

そ

により納め過ぎとなっ

の

た過年度の介

他

－

料還付事業 及 び 割 引

4

料 護保険料の還付金で

3

す。

2

【介護

－

福祉課】

－4

計 2,720 2,

3

613 107 2,72

3

0

（款） ５諸支出金 （

－

項） ２繰出金

1 他会計繰出金 1 1 0 1

1 一般会計繰出事業 1 1 0 1 28 繰 出 金 1 ○一般会計繰出金 保険給付費、地域支援事業費等の確定に伴

【介護福祉課・菖蒲 県 3,619 繰 3,619 8 報 償 費 2,914 ○協力者謝礼 12 の中で生活機能の維持又は改善を図るため

（

福祉課・栗橋福祉課

款

○講師謝礼 2,902

）

の、介護予防に関する

３

知識の普及啓発、地

地域

・鷲宮福祉

支

課】 11 需 用 費 1,4

援

29 ○消耗品費 1,1

事

66 域における介護予

業

防活動の育成支援等に

費

要

（

○印刷製

項

本費 243 する経費で

）

す。

２

○修繕

介

料 11

護

○医

予

薬材料費 9

防・

12 役 務 費 1,73

日

5 ○郵送料 385

常生

○切手代 5

活支

○郵便振替手数

援

料 5

総

○傷害

合

保険料 1,340

事業

13 委 託 料 2

費

0,484 ○一般介護

（

予防事業業務委託料

単位

14 使 用 料

：

及 び 賃 1,486 ○施

千

設借上料

円

借

）

料

本

計

　

176,104 0 17

年

6,104 66,03

　

9 71,322 38,

度

743

（款） ３地域支

　

援事業費 （項） 廃介護

の

予防事業費

　財

廃 介護予防事業費 0

　

34,487 △34,

源

487 0

　内

廃 高齢者一次予防事

　

業 0 13,213 △1

訳

3,213 0

節

特

廃 高齢者二次予

　

防事業 0 21,274

定

△21,274 0

　財

計 0 34

　

,487 △34,48

源

7 0

（款） ４基金積立

説

金 （項） １基金積立金

　　

1 介護保

明

険給付費準備基金 11

事

9,950 77 119

　

,873 28 119,

業

922

　

積立金

概　

1 介護

要

保険給付費準備 119

目

,950 77 119,

・

873 財 28 119,

事

922 25 積 立 金 11

業

9,950 ○介護保険

名

給付費準備基金積立金



源 区　分 金　額

国県支出金 地方債 その他

－434－ －435－

【介護福祉課】 う一般会計への返還金です。

計 1 1 0 1

（款） ６予備費 （項） １予備費

1 予備費 5,000 5,000

（

0 5,000

款）

1 予備費 5,0

５

00 5,000 0 5,

諸

000 予備費です。

支出

【介護福祉課

金

】

（

計

項

5,000 5,000

）

0 5,000

２繰出金 （単位：千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特　定　財　源 説　　明 事　業　概　要目・事業名 本　年　度 前　年　度 比　較
一般財



－436－

１　特別職

報酬
（千円）

給料
（千円）

期末手当
（千円）
年間支給
率（月分）

その他の
手当
（千円）

計
（千円）

その他の
特別職

149 69,848 69,848 69,848

計 149 69,848 69,848 69,848

その他の
特別職

146 64,583 64,583 64,583

計 146 64,583 64,583 64,583

その他の
特別職

3 5,265 5,265 5,265

計 3 5,265 5,265 5,265

議　員
比
　
　
較

長　等

議　員

長　等

議　員

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

前
年
度

長　等



－437－

２　一般職

　（１）　総括

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(0)

34

(0)

29

(0)

5

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

備　考
区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

228,023

前
年
度

0 106,908 72,273 179,181 37,560 216,741

本
年
度

0 116,064 73,783 189,847 38,176

11,282

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

比
　
較

0 9,156 1,510 10,666 616

期末手当
（千円）

本年度 1,548 7,212 1,878 2,111 12,168 2,580 28,254

2,484 26,514

比　　較 192 567 △ 54 282 △ 3,405 96 1,740

前年度 1,356 6,645 1,932 1,829 15,573

本年度 18,032

区　分
勤勉手当
（千円）

比　　較 2,092

前年度 15,940



－438－

　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額
（千円）

（千円）

給　　料 9,156 給与改定に伴う増減分 288

昇給に伴う増加分 2,144

6,724

職員手当 1,510 1,043

467

　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給料

　　イ　初　任　給　

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

平成29年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 288,243

平均給与月額　　（円） 361,584

平     均     年     齢 40歳

平成28年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 298,676

平均給与月額　　（円） 368,772

平     均     年     齢 41歳10月

区　　　　　　　　分

久　　　　　喜　　　　　市 国　の　制　度

一般行政職　　（円） 技能労務職　　（円） 一般行政職　　（円）

155,800 146,100

167,600
採用時の年齢・

職種により異なる。
―　

184,800 178,200

制度改正に伴う増減分
扶養手当              36千円
住居手当           △54千円
勤勉手当          1,061千円

その他の増減分

増減事由別内訳 備考

その他の増減分
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　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一　般　行　政　職 部      長 副　部　長 課      長 課長補佐 係　　　長 主      任 主      事

支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

（1.050） （1.200） （2.250）

2.075 2.225 4.300

（1.025） （1.175） （2.200）

2.025 2.175 4.200

（1.050） （1.200） （2.250）

2.075 2.225 4.300

　　エ　期末手当・勤勉手当　
(  )内は、再任用職員の標準的な支給率

２　　　級 9 26.5

１　　　級

区　　　　　　　　分
一般行政職

平成29年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 1 2.9

５　　　級 0 0.0

４　　　級 4 11.8

３　　　級 8 23.5

12 35.3

計 34 100.0

0 0.0

６　　　級

４　　　級 4 13.8

５　　　級 1 3.4

0 0.0

３　　　級 6 20.7

２　　　級 11 37.9

１　　　級 7 24.1

有

計 29 100.0

区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階、職務の

平成28年1月1日
現在

７　　　級

備　　　　考
級等による加算措置

国の制度 有

本年度 有

前年度
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　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 加算措置等

定 年 前 早 期

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59 退 職 特 例 措 置

（2％～45％加算）

定 年 前 早 期

国の制度 25.55625 34.5825 49.59 49.59 退 職 特 例 措 置

（支給率等） （2％～45％加算）

　　カ　地域手当　

　　キ　その他の手当　

　　・所有に係る住居手当の廃止（経過措置を設定）

　　・原動機付自転車等

片道4km以上 　6km未満 4,500円

片道6km以上 　8km未満 4,900円

片道8km以上 10km未満 5,300円

差　異　の　内　容

久喜市

6

住　　　居　　　手　　　当

区　　　　　　　　分

国の指定基準に基づく支給率　 （％）

異通　　　勤　　　手　　　当

異

扶　　　養　　　手　　　当 同

支         給         率  （％）

国の制度との異同

備　　　　考

34

支 　 給  　対　  象　  地  　域

6

支 給 対 象 職 員 数  （人）

区　　　　分


	01 表紙
	02本文
	03第１表
	04 中表紙
	05歳入歳出総括
	06歳入詳細
	07歳出詳細
	08 給与費明細書1
	特別職

	09 給与費明細書2
	一般職（１）

	10給与費明細書3
	一般職（２）

	11給与費明細書4
	一般職（３）

	12給与費明細書5
	一般職（４）


